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１．操縦士の疲労管理について（背景と検討の進め方）

〇操縦士の疲労による事故が顕在化

睡眠不足等により操縦士の判断力・注意力が欠如（この状態を疲労という）し、
操縦ミス・事故に繋がる事案が顕在化。米国を始め世界的な議論に発展。

〇国際民間航空機関（ICAO）は操縦士の疲労管理ガイダンスを発行（H28.11）

１．背景・目的 Ｈ21 米国コルガンエア事故

操縦士が前日に適切
な睡眠をとらず乗務し
た結果、着陸に失敗し
乗客乗員等50名死亡

ICAOは平成28年12月に疲労管理のガイダンスを発行し、航空当局の定める操縦士の乗務時間の上限や必要な
休養時間等の基準に関し、考慮すべき詳細事項（乗務時間帯、飛行回数、編成数、休養設備、時差、待機時間等）を明示

〇一方で、欧米等の諸外国では既にICAOガイダンスの内容を包含した詳細な基準を制定し運用

〇我が国では国が乗務時間の上限等の基準を一律に定め、航空会社が各社の運航の特性等を踏
まえ操縦士の疲労を考慮した対策を実施

我が国でも、今後の航空需要の増加に伴う操縦士の負担の増加への懸念

我が国の航空会社において操縦士の疲労に起因する事故を未然に防ぐため、
科学的見地にたった詳細な疲労管理基準の導入が必要

〇第2弾：第1弾の状況を踏まえつつ、平成30年7月から、有識者検討会を設置し、合計4回の検討会を行
い、「操縦士の疲労管理の考え方」をとりまとめ。

２．我が国の進め方→疲労管理制度の段階的な導入

〇第1弾：平成29年4月に通達を改正し、航空会社に対し操縦士の疲労情報を収集・分析し改善を図る
体制を義務化。（同年10月施行）

航空局は本とりまとめを受け、早期に関連通達を改正予定。また、改正後も航空会社の運用状況
や欧米の動向等を踏まえつつ継続的に検討。



ICAO基準項目(主なもの) 日本 米国(H24) 欧州(H26) シンガポール（Ｈ30）

連続乗

務時間

の上限

2人乗務
国内線：8時間

国際線：12時間

深夜早朝：8時間

日中 ：9時間
無し 無

3人乗務 12時間超 13時間 無し 無

飛行勤務時間※の上限

※勤務開始から乗務終了後まで

の時間（乗務前の準備等を含

む）

（乗務時間帯、飛行回数、

編成数、時差等の考慮を

推奨）

無し

(例：2人乗務)

9～14時間において勤

務時間帯(10区分)と飛

行回数(7区分)に応じ

て上限時間を設定
※時差に応じて増減あり

(例：2人乗務)

9～13時間におい

て勤務時間帯(13

区分)と飛行回数(9

区分)に応じて上限

時間を設定

※追加の休養で1時間まで
延長可能。時差の大きさ
に応じて増減有り

(例：2人乗務)

9～14時間におい

て勤務開始時間帯

(4区分)と飛行回数

（8区分）に応じて

上限時間を設定

※時差の大きさに応じて
増減あり

必要休養時間

(勤務前(7～8hの睡眠を推奨)、
定期休養の設定等を推奨）

7日間に1日

・飛行勤務前に必要な基本の休養時間の設定(10時間)
・連続168時間毎の必要な休養時間の設定（米：30時間、欧：36時間）

・時差を考慮した追加休養など詳細に規定
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２．日本と諸外国の疲労管理基準の比較と検討のポイント

検討のポイント１：連続乗務時間

ICAOでは具体の数値は定めておらず、また米国と欧州間でも大きく内容が異なるため、国内実態調査
の結果を参考に、米国の基準の制定根拠や欧州の運用状況を踏まえ設定

検討のポイント２：飛行勤務時間、必要休養時間等

ＩＣＡＯガイダンスに示されている内容を基本として、具体の数値など定められていない部分については、
欧米の基準を精査し設定



現行基準 新基準 考え方

連続

2人編成 無し 9～13時間において勤務時間帯(5区分)と飛行回数
(9区分)に応じて上限時間を設定。

厳密に深夜早朝業務によ
る疲労の影響を考慮する
欧州基準を参考に設定3人/4人

編成

無し 14～18時間において編成数、機内仮眠設備のレ
ベル(3区分)と飛行回数に応じて上限時間を設定

累積時間上限 無し 連続7日間：60h、連続28日間：190h

現行基準 新基準 考え方

連続

2人編成 ・国内8時間

・国際12時間

実態調査の結果（乗務時間、

乗務時間帯、飛行回数に応じ

て疲労は増加）を踏まえ、欧米

の並みの上限時間に変更し乗

務時間帯、飛行回数も考慮。

3人/4人
編成

12時間超（適切
な仮眠設備が
必要）

2人編成の上限時間、実態調

査の結果（3人編成は14時間台

までは疲労増無し。機上での仮

眠が有効）を踏まえ設定。

累積
・1暦月：100h

・1暦年：1,000h

・連続28日：100h

・連続365日：1,000h

ICAOガイダンス及び欧米と同

様の連続管理方式を導入

３．操縦士の疲労管理について（概要①）

勤務開始時刻
飛行回数

2回以下 3回以上

日中(5:00～16:59) 10 h 9 h

深夜早朝(17:00～4:59) 9 h 8 h

１．国の定める疲労管理基準

※乗務前のブリーフィングや地上待機等の時間も考慮

①乗務時間の上限の変更

編成 上限時間

3人 15時間（適切な仮眠設備が必要）

4人 17時間（適切な仮眠設備が必要）

②飛行勤務時間※の上限基準の新設
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現行基準 新基準 考え方

勤務前 無し 10時間の休養が必要(うち睡眠が取れる8時間の確保が必要) ICAOガイダンス(8時間の睡
眠)及び欧米と同様の基準を
設定

深夜早朝業務の後は追加の休養が必要（2～4時間の追加） 実態調査の結果(深夜早朝業
務後は疲労増)を踏まえ追加
休養を設定

定期的 7日間
で1日

・168時間毎に2夜を含む連続36時間以上の休養が必要

・深夜早朝勤務が7日間で4回以上ある場合は、2回目の定期
休養は60時間以上必要。

ICAOガイダンス（累積・深夜
業務の考慮）を踏襲している
欧州と同様の基準を設定

３．操縦士の疲労管理について（概要②）

１．国の定める疲労管理基準

２．航空会社の取組 ３．操縦士の取組
・操縦士等への疲労のメカニズムの教育の徹底

・疲労情報の収集・分析・改善のPDCAサイクルの適切
に運用、運航環境に応じたきめ細やかな疲労管理

・日頃からの操縦士に対する健康管理の充実

・飛行勤務に適切な状態でのぞめるよう、日常の心身
状態の管理に加え、休養日や出社前における十分な
睡眠の確保等に努めること。

・会社に対する適切な疲労情報の報告等

③休養時間の明確化

現行基準 新基準 考え方

時差を考慮し

た休養時間

の追加

無し

時差のある運航後は、時差の大きさに応じて、到着地及び
帰還後の本拠地で、追加の休養が必要。（到着地：時差の半
分、本拠地：2夜～5夜）

ICAOガイダンスや欧米の基
準を参考に設定。

待機時間 無し 待機場所（空港や宿泊施設等)に応じた上限時間(14h等)を設定

④時差の考慮等

等等
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等


